
サンプルテキスト

■事業内容■ 

  

１ 環境管理に伴う調査・測定・化学分析        

２ ダイオキシン類に係る濃度計量証明 

３ ビル管理に伴う水質検査･空気環境測定   

４ 水道法第 20 条に基づく水質検査 

５ 土壌汚染対策法に基づく土壌汚染状況調査 

６ 労働衛生管理に伴う作業環境測定 

７ トータルサニテーション管理 

８ 委託試験・研究・開発 
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公害等調整委員会は平成１５年１１月２７日付けで、１４年度に全国の地方公共団体が取り扱った公害苦

情の受付状況、処理状況をまとめ公表しました。 

 １４年度に全国の地方公共団体が受け付けた公害苦情件数は９万６，６１３件。１３年度に比べても 

１．９％、１，８４６件苦情が増加しました。 

 全苦情のうち大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下、悪臭－－のいわゆる典型７公

害についての苦情件数は全公害苦情の６９．１％を占める６万６，７２７件となったが、１３年度よりは９０５

（１．３％）減少する結果となりました。 

 また典型７公害の中では大気汚染に関する苦情が依然として最も多く、１３年度に続き、典型７公害

の苦情件数のうち４割を占めていました。 

 一方、典型７公害以外の苦情は１３年度より１０％増加した２万９，８８６件になりました。 

 このうち廃棄物の不法投棄に関する苦情が最も多く、７公害以外の苦情のうち４５．７％にあたる１万

３，６４９件に達しました。その中でも一般廃棄物の粗大ごみの不法投棄の増加があいかわらず目立ち、

１３年度より２２．４％増加していました。 

 なお苦情の処理状況では、地方公共団体が処理した典型７公害についての苦情で、約７割が申立て

から処理まで１か月以内に処理されていることが報告されています。 

 

資料： 2003 年 12 月 2 日付 EIC ネット 

                                  生活環境箇所 重田 郁美 
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